


































































































価値論 重商主義の価値論 労働価値論 ケインズの価値論　　　健やかに生きて、さわや
重農主義の価値論 主観価値論 新しい価値論の胎動　　　かな死に至る価値論（健
康価値論）
政治制度と 封建政治制度、国家行動 民主主義制度、個人の合 マスデモクラシー、個人 新しい民主主義制度
人聞行動 優位 理的行動 行動と国家行動 個人行動、家庭行動
小さい国家行動 地域主権的公共行動
技術 商業技術、農業技術 産業革命、工業技術 サービス産業技術 共存科学技術
公共政策技術 組織化技術
情報技術 新しい調査研究技術
市場 制限的市場取引 市場のシステム化 不完企競争市場 市場概念の更新
市場競争市場 多国籍競争市場 公共性と市場性の融合




企業行動 商業立地的行動 工業立地的行動 サービス産業立地的行動 グローバル行動
農業立地的行動 第三セクター 環境・地域共存行動
財政 国家財政 均衡財政、市民財政 赤字財政 財政の自律的循環
社会財政
社会保障 救貧法、君主的慈善 新救貧法、白由主義的慈 社会保障（受動的〕 社会拠出機構く能動的社
善、友愛組合 共同組合 会保障〉
経済成果 経済資源配分の非効率性 市場の成功、市場の失敗 政府の成功、政府の失敗 市場の成功、政府の成功
低蓄積・低成長
発想者と ∫スチュアート、W．ペテ Aスミス、AマーシャルJ．M．ケインズ、W．ベバ Gミュルダール、K　Eボ
経済学派 イ、F．ケネー Lワルサス、エAシュンリッジ、Dベル、Wオイ 一ルデイング、P．ドラッ
重商主義、重農主義 ぺ一タr　K．マルクス ケン、J．モネー カー、武見太郎、杉田肇
　表1は、資本主義経済の動態的変化における「市場の成功と失敗」「政府の成功と失敗」
の事実を示している。これから分かるように、これまでに資本主義経済は「政府の成功」
と「市場の成功」の共生を実現したことはなかったのである。そこで、田村の研究テーマ
のWell－bei㎎の経済学は刮、経済福祉を越える新しい福祉概念のもとでの「政府の成功」
と「市場の成功」の共生にその研究目的がおかれていたので（表！の新生資本主義の黎明
期の欄参照）、「政府の成功」と「市場の成功」の共生の解明を目的とする共生研究会の科
研費申請（NewPub1icManagementの学際的研究）に喜んで参加した。ここでは、未踏の
至難事であった「政府の成功」と「市場の成功」の共生に対して、早稲田大学の諸科学が
学際的に協力し合う（学際的研究）ということにまず力点が置かれた。そして、経済効率
化のもとでの経済福祉の最適化とは異なるCommuni蚊Well－beingの達成を、民・公・官
の役割分担のもとで行う役割相乗型社会7〕が目標に据えられた。この役割相乗型社会の達
6）　これについては田村貞雄（2002b〕、田村貞雄（2002a）、を参照されたい。
7〕役割相乗型社会についての実証的説明については田村貞雄（2002a〕の4．いくつかの検証結果に
NewPub1icMamgementから「共生・福祉祉会」へ η
成には、「政府の成功」と「市場の成功」の共生が必要とされることが強調された。モノ
中心である経済効率化の目標のもとでの経済福祉の最適化は、近代科学主義の基本的特徴
であるReducせonismの展開によって可能となるが、人間中心のCommuni蚊We1l－beingの
達成においては人間を全体として把握するHolism（全体論的観察）が不可欠なものとな
り、この人間の全体論的考察を基盤としてReductionismによる科学的分析の展開を図る
ことが求められる。いわゆるHolismとReductionismの融合がそれである畠〕。これこそが
共生の哲学と技法の解明の基本的方法論となるとわれわれは考えた。この方法論の科学的
展開のために、新しい価値論の定立を基盤とした論理実践実証主義の方法帥の確立が必要
であることを主張し、その開発に努力することを申し合わせている。
　以上を要約すると次のようになる。つまり、New　Pub1ic　Managementの学際的研究
政府と市場の共生のメカニズムのリサーチにおいては、
　　1．新しい福祉概念としてのCommuni蚊Well－bei㎎の明確化
　　2．健康価値のものさしとそれに基づく人間行動の設定
　　3．民・公・官の役割分担による役割相乗型社会システムの構築
　　4．HolismとReductionismの融合の方法論の確立
が必要であることが確認された。医学医療との共同研究の結果、健康価値のものさしを端
的に言えば〔能く生き、能く死ぬ〕を白己実現の目標としてWell－beingを評価するので
あるm〕。そしてこのための実証基盤として日本の南端大分地域に展開されていた
Mu1tichame1Medical　System（多元的健康福祉開発システム）を紹介してもらったllj。こ
の実践を基盤として早稲田大学共生研究会の研究者が学際的に協力してWel1－beingの経
済学の構築にかかった。健康価値のものさしとそれに基づく人問行動仮説（企業家精神、
白己抑制、献身）を実践に基づいて設定したことにより、健康価値論の実践システム
（Ho1ism）と需要と供給システム（Reductionism）の融合、そして役割相乗型社会の構築
の実感を得ることができた。このことにより、NPMの早稲田バージョンの骨格は固まっ
た。
3．NPMの早稲田バージョンの検証：ボンシンポジウム開催
　早稲田共生研究会は、科研費研究の2年目に東洋のヒューマニズムを基礎にもつ共生の
哲学と健康価値のものさしとそれに基づく人間行動仮説による政府と市場の共生の実現
　よるモデルの検証、を参照されたい。
8）　これについては田村貞雄「0ASIS検診価格システム創成の実践一HolismとReductionismの融合の
　具体的説明」2002健康福祉経済学第11回講義記録、早稲田MDセンター作成、を参照されたい。
9）　これについては田村貞雄（1999）、を参照されたい。
10）健康価値論については田村貞雄（2003a）、を参照されたい。
11）　これについては田村貞雄（2002b）、を参照されたい。
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　　　　　　　　図1　ボンシンポジウムの特徴
シ’ンポジウムの目標　　　　　　役割相乗型社会一CommunityWe11・beingの達成
第1セツション
Commmity　Wd1－beingの学際的研究とユニバーシテイガバナンス（Keymte　L㏄士ure）
早稲田大学総長、ボン大学学長
第2セツション
Community　Well－beingのコンセプトと実践
第3セッション
Community　Well－beingにおける政治・法律・経済の役割
（役割相乗型社会の実現）についての地球的検討のためドイツ・ボンでシンポジウムを開
催した1呈〕。趣旨に賛同してボン大学、マンハイム大学、コペンハーゲン大学、ケンブリッ
ジ大学、そしてハーバード大学の研究者が参加し、2日間にわたってNPMの早稲田バー
ジョンの妥当性について熱心に討議を行った。図1はボンシンポジウムの特徴を要約的に
示している。同図からわかるようにシンポジウムの目標はWell－beingの経済学による役
割相乗型社会二Communi蚊Well－beingの達成に置かれた。この場合、Communi蚊はWell
－beingの特性により地域社会・国家社会・地球社会の連鎖の機能で考えている。この連
鎖の仕方についてはデンマーク、スイス、あるいはEU社会に歴史的に観察される地域主
権的中央統治のグローバルシステムであると考えている13〕。第1セッションは基調講演と
してCommuni蚊Well－beingの学際的研究とユニバーシティガバナンスの課題で早稲田大
学総長とボン大学学長に話していただいた14i。
　第2■セッションでは、Community　We1l－beingのコンセプトと実践のテーマで役割相乗
型社会の基幹概念の実践を基盤として検討しあった帖ヨ。
　第3セッションでは、Comm㎜ity　Wen－beingにおける政治・法律・経済のテーマのも
とでWell－beingの経済学を学際的に検討し、政府の成功と市場の成功の共生、したがっ
て役割相乗型社会の実現について具体的に検討した1剴。
　このシンポジウムの成果は今年（2003年）秋に英国Curz㎝社から出版される。
12）　これの成果は3年余にわたる編集過程をへて2003年秋に英国から出版される予定である。
13）　地域主権中央ガバナンスのグローバルシステムについてはこの小論【補論2】を参照されたい。
　これについては田村貞雄（2002b）、を参照されたい。
14）　早稲田大学総長奥島孝康教授は持論のGlocal　Universityの視点から論じた。
15）　これについては寄本勝美（1991）、を参照されたい。
ユ6）　これについては田村貞雄（2002a）、近江幸治（2001）、を参照されたい。
NewPublicManagem㎝tから「共休ユ・福祇社会」へ ユg
4．政治経済学の早稲田革新とグローカルユニバーシティの実践
　早稲田大学はオープンキャンパスのもとでグローカルユニバーシティの展開の長い歴史
を持うている。これは地域住民の心をわが心とし、困難なものに立ち向かう精神（早稲田
精神）の実践を基盤として心を万人に開いて、人間中心でなににもとらわれない知を学習
し、地域社会・国家社会・地球社会に白己満足のもとで貢献する人間を育成することを目
的としている。これは大隈哲学を根底に歴代の総長・教職員・学生によって共創されてき
たものである。このような学問的・学習的土壌が政治経済学の早稲田革新を生み出し、政
府と市場の共生というNewPublicManagementの早稲田バージョンを創生した1刊。
　すなわち株式会社リコー、ソニー、前川製作所等の早稲田出身のリーダーが市場の成功
をリードしている。また万人に心を開いて進んで困難に立ち向かう実践と学際知の早稲田
人間学を身につけた政経・法学・商学・社会科学系学生が自ら進んで国政や地方白治に参
加し政府の成功創出に貢献している。特に地方主権の新しい波をつくりだし、これを通し
て政府の成功を実現させようとする動きは特筆に値しよう’川。地域社会を中核とし（地域
主権）、地球社会をリードしていく日も近いと予感される（地域主権的中央制御のグロー
バルシステム）。
　以上において説明したようにオープンキャンパスを目指す早稲田グローカルユニバーシ
ティの100年を越える実践の歴史の中に、NewPublicManagementの目標である政府の成
功と市場の成功の共生の実証的基盤を見出すことができるのではないだろうかと考えて、
研究・教育を実践している。
5．世界福祉イニシアティブと「共生・福祉社会」の形成へ
NPMの早稲田バージョンの特徴をあげればつぎのようになる。
　①Va1ueforMoney経済学からValueforWe1l－bei㎎経済学への変革
　②資本主義、社会主義、民主主義の発展的共生
　③健全な競争理論と健全な民主主義理論の理解と実践’9コ
これらの内容を具体的に理解し、実践するためには次の三点が肝要である。
　イ　〔東洋のヒューマニズム〕と〔能く生き、能く死ぬ〕の死生観に基づく〔共生の
　　　哲学〕の理解と実践州
17）　これについては奥島孝康（2002）、を参照されたい。
18）　これについては早稲田ガバナーズ会議を参照のこと。また口本の地方分権化の動向と間題点につ
　いては榊原英資（2002）、を参照されたい。
19〕　この健全な競争理論と健全な民主主義の共生の理解と実践は、早稲田共生研究会による政治経済
　学における早稲田的革新の中心的領域である。
20）　これについてはこの小論の【補論11を参照されたい。
　　口　論理実践実証主義の理解21〕
　　ハ　地域主権的中央統治のグローバルシステムの理解
　図2（【補論2】参照）は政府と市場の共生による世界健康福祉の最適化過程（Global
Wen－being）の骨格をしめしている刎。Community　We11－bei㎎のComm㎜i蚊は3で説明
したように、Loca1，Na廿㎝al，Globalの構造的・機能的特性による連関を考えており、そ
の中核にはLoca1Well－bei㎎（地域主権）を据えている。これがべ一スになってNationa1
Well－bei㎎が創生される。そしてNationalが媒体となってGlobal　Wen－bei㎎が創生され
るわけである。ここでは同図に示されている地域社会拠出機構と地域保健委員会（合意形
成組織）13〕、国家社会拠出機構と国家保健委員会、世界拠出機構と世界保健委貝会の連鎖
する共生機能が重要となる。なおここでいう社会拠出機構は税金による受身の社会保障で
はなく、地域住民はじめCommunityの構成主体が積極的にWell－bei㎎享受の財源を拠出
していくという能動的な保障システムを考えているのである別j。われわれはこのような共
生機能を地域主権的中央統治のグローバルシステムと呼んでいる。なお、中央統治にあた
る国家の役割は白動車におけるエンジンのようなものでなくギアの役割を想定している。
地域主権とは地域住民主権を意味している。地域社会拠出機構、国家社会拠出機構、世界
社会拠出機構にはそれぞれ地域レベル、国家レベル、世界レベルの市場機構と対応し、各
レベルの保健委員会と共同で共生機能を果たし、政府と市場の共生を実現していく、役割
相乗型社会の実現である。
　2でふれた大分地域におけるMu1tichanne1Medical　Systemは、本来的に一大分地域にと
どまるものでなくグローバルモデルとしてのCommunity　Well－beingを構想していた。ま
さに「共生・福祉社会」の世界発信である捌。
6．むすび一r共生・福祉社会」の大分モデルとヨーロッパ〔第三の遭〕
　最後にNPMの早稲田バーションのモデルとして使用した「共生・福祉社会」の大分モ
デルとヨーロッパ〔第三の道〕との対応を試みる。
　図3はWell－bei㎎の経済学の視点からNew　Public　Managementのキーワードを整理し
21）論理実践実証主義については田村貞雄・杉田肇（1995）の第2章4．論理実践実証主義の方法一
　全員参加の科学的方法を求めて、を参照されたい。
22）　これについては田村貞雄（2002b）の6、むすび一NewPublic　Managementと役割相乗型社会の実
　現、を参照されたい。
23）これについては田村貞雄（2003a）の第3節における社会拠出機構と地域保健委員会の項を参照さ
　れたい。
24）これについては田村貞雄（2002b）の武見太郎のバイオインシュランス構想について、を参照さ
　れたい。
25〕　これについては【補論2】のなかの「共生国家」と中央ガバナンス行動の項を参照されたい。
26〕健康価値論については田村貞雄（2003a）第2節幸せのミクロ、セミ・マクロ的側面一健康価値
NewPublicM≡magementから「共生・福祉社会」へ 3I
ている2引。まずもっとも重要なのは〔能く生き、能く死ぬ〕の評価基盤であるポジティブ
ヘルス評価である。これはMultichamel　Medical　Systemの計画・実行によって具体化さ
れるがそこで重要な役割をはたすのが広義のNPOである大分市医師会病院、大分県地域
成人病検診センター、アルメイダメモリアルホールである。地域住民のポジテイブヘルス
達成のために・大分市地域保健委員会がこれらNPO組織群を調整し、Communi蚊We1I－
bei㎎の実現を図っている。その際非市場システムである社会拠出機構と市場システムで
ある健康投資志向的な市場経済27〕の共生のもとでCommmity　Well－beingの実現、そして
役割相乗型社会の実現である。これはブレァ英国首相、シュレッダー独首相等ヨーロッパ
諾国が実践している「第三の道」である。
　「共生・福祉社会」は〔東洋のヒューマニズム〕、〔第三の道〕は〔西洋のヒューマニズ
ム〕、と異なる宗教観にもかかわらず、〔能く生き、能く死ぬ〕の健康価値観に媒介されて
共通のCommunity　Well－beingの目標を実現できるのではないかということをむすびの言
葉としたい捌。
　論の実践、を参照されたい。
27）　われわれはこの健康投資志向的な市場経済を健康開発型市場経済とよんでいる。田村貞雄
　（2003a）図5参照。
28）　これについては【補論1】「経世済民」の経済政策とは、を参照されたい。
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【補論1】「経世済民」の経済政策とは
　これは武見太郎（1970）の「人類の生存秩序」、杉田肇（1974）「マルチチャンネル・メ
ディカル・システム」、田村貞雄（1995）「ヘルスエコノミックス」の共生によって誕生し
た健康福祉経済学を基盤とした政策技法である。
　図1は共生と共創を基軸とする健康福祉経済学の核心を図示している。
　すなわち健康福祉経済学の基軸仮説は、①健康価値論、②地域主権的中央ガバナンスの
グローバルシステム、③論理実践実証主義の三つである。この三つの仮説がそれぞれ役割
を果たすことによって健康福祉経済学の体系を創りあげている。
　この体系の展開仮説が①新経営家族主義、②ネオキャピタリズム論の二つである。そし
てこの体系の歴史的特徴についていえば、貨幣中心の経済学から人問中心の経済学へのパ
ラダイム転換である。ここでは貨幣中心の経済学は伝統的経済学の基盤のもとで特に新古
典派経済学、もっと特定していえばアメリカ流の市場原理主義の経済学をあらわすものと
考えている。また、人間中心の経済学は医学医療実践家であるとともに地域起業家でもあ
る杉田肇仮説の健康価値論を基盤とする原体系と地域起業家杉田のポジティブヘルス・マ
ネージメントの実践仮説である新経営家族主義および同じく地域起業家杉田の資本主義と
社会主義の共生論であるネオキャピタリズム論の二つによって補強された体系のことをさ
している。このようなパラダイム転換の必要性は、グローバルレベルで観察される激動の
社会・政治・経済の変革へのポジティブな適応という実践的認識に拠っている。
　以上にみたように、ここにおける基軸概念は実践仮説とポジティブな適応の二つに絞ら
れるが、これは基軸仮説①健康価値論の特性から出てくるものである。すなわち継続的白
己革新の実践により〔能く生き、能く死ぬ〕を白己実現の目的とする個人（市民）が家庭
という場において学習し、育成される組織適応能（アダプタビリティ）の実践によって
Community　Well－beingの最適化過程の達成に貢献する。ここではCommunity　Well－
beingは継続的白己革新の個人（市民）が家庭という場を基軸として創成する実態からみ
て、地域主権を本質的特徴とする。そして地域主権の市民行動を支援する地域起業家によ
る地域包括医療の実践活動が不可欠となる。このように基軸仮説①健康価値論は、基軸仮
説②地域主権中央ガバナンスのグローバルシステムと密接不可分に結びついているのであ
る。また市民の健康価値論の実践やCommunity　Well－beingは、貨幣や物質的なモノと違
って、目に見えず指標化できにくい要素を多く含んでいるから、学問的基盤を固めるため
には、基軸仮説③論理実践実証主義の方法を基盤として場の理論、パターン認識論、
Action　Research　Methodの活用が必要とされる。このように基軸仮説①と基軸仮説②は、
基軸仮説③を本質的な要素としているのである。言葉を変えていえば基軸仮説①、②、③
はそれぞれお互いに助け合うという関係にあるということができよう。
　「経世済民」的経済政策の核心は、消費価値極大化志向の経済価値論から「能く生き、
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図1　共創の健康福祉経済学の核心
基軸仮説①：健康価値論
基軸仮説②1地域圭権的中央ガバナンスのグローバルシステム
基軸仮説③1論理実践実証主義
展開仮説①1新経営家族主義
　　　　→地域企業家杉田のポジティブヘルス・マネージメント
政府と市場の共生
展開仮説②　ネオキャピタリズム論
　　　　→地域企業家杉田の資本主義と社会主義の共生論
能く死ぬ」を白己実現の目標とする健康価値論の実践へのパラダイム転換である。このこ
とは、子供の頃からの「命あるものは必ず死を迎える」という生と死の教育の徹底によっ
て健康価値論実践の環境が醸成される。まさに「健康教育は死の教育である」（杉田肇の
ポジティブヘルス観）。このようなポジティブヘルス観がないと際限なく消費価値の極大
化を追い求めることになる。このような人間行動観は自己中心の物欲追求行動であり、他
への共感（Sympathy）は持ち合わせにくくなる。このような行動観からは経世済民的経
済政策の発想は出てこない。「経世済民」の経済政策の実践に参加するには「能く生き、
能く死ぬ」を自己実現の目標とするポジティブヘルス開発の行動が不可欠である。経世済
民の済は同情して哀れみを持つ実践でなく、人間が自己選択で自己努力、自己責任を実践
するのを支援する事と「仏の顔に限度がない」という寛容な実践である。われわれはこの
ことを健康福祉経済学ではVa1ue　for　Money経済学からValue　for　Positive　Health経済学の
パラダイム転換という内容で講義している。このことは、社会主義経済は崩壊した、しか
し資本主義経済も成功したわけではないという歴史的事実から学んでのことである。
【補論2】マルチチャンネル・メディカル・システムの地球的実践
　図2は地域主権的中央制御のグローバルシステムを示している。このシステムの目標は
世界健康福祉の最適化過程Global　Well－beingに置かれてい糺Global　Well－beingは
Communi蚊Well－bei㎎の階層性の特徴をもっているので、基幹となるのは図2最下段の
地域社会拠出機構を基軸にして達成される地域健康福祉の最適化過程である。これは同図
に示されているように、地域社会の構成主体が健康福祉志向の価値選択行動の実践を基盤
にして実現される。この場合、健康教育活動を中心とする地域医師会のリーダーシップに
よる公共的活動が重要となる。そして地域健康福祉の最適化過程を国家的レベルにまで高
めるためには、日本医師会のリーダーシップを中心とする市民参加の国家保健委員会（仮
称）の制度づくりが必要とされる。この制度化により国家社会拠出機構が作動し、国家社
会の健康福祉最適化過程の実現に貢献することになる。この場合、日本医師会のリーダー
シップによる公共活動に呼応する国家政府によるアイデアフォーメーションと調整活動が
不可欠である。このアイデアフォーメーションと調整の作業の中には、世界保健委員会
（仮称）と世界拠出機構（仮称）の制度化への貢献もふくまれている。この作業はG．ミュ
ルダールの『福祉国家を越えて』の主張以来、グローバルな福祉杜会の形成は困難を極め
ている問題であるが、われわれはこのような状況下ではWHO、世界医師会のリーダーシ
ップのもとでの公共活動へ呼応すること、そして国連、EU，NAmA，APECなどの既存
の組織の活用が効果的であると思っている。最近の国連活動の動向を見ていると、
Communi蚊Well－beingの達成へ向けての動きが観察される。
　各層における社会拠出機構は非市場経済活動だけを調整するだけでなく、市場経済活動
とも連係調整作業も行なうのである。WTOとNGO間の摩擦の調整または社会保険と民間
保険の調整がそれである。Communi蚊Well－being形成活動における各構成主体は健康価
値論の実践を行なうことが想定されているので、このような主体による市場経済活動をわ
れわれは健康開発型市場経済とよんでいる。
　そこでCommmity　Well－bei㎎の形成は、社会拠出機構を基軸とする非市場活動と健康
開発型市場経済活動の共生を必要としているのである。これはアンソニー・ギデンスの
『第三の道』、ジョージ・ソロスの『開かれた社会』、杉田・田村の『ネオキャピタリズム』
の具現化である。またここでは、マザー・テレサのいう物質的飢餓と精神的飢餓の克服の
可能性がでてくる。
　健康価値論の「能く生き、能く死ぬ」人問行動は、生存の最小単位である家庭で生ま
れ、育成されていく。このような行動の実践により家庭組織のWell－beingの最適化過程
が達成される。この行動型が地域社会の他の組織に適用されるとともに地域社会における
Community　We1l－beingの最適化過程に適用され乱この場合・社会組織としての地域保
健委員会と健康開発型市場経済が調整機能をはたすことになる。そして、この行動型が国
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図2　世界健康福祉の最適化過程
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　　　　（自律と連帯〕
個人・家庭　産業　NPO等　行政
［地域主権的中央制御のグローバルシステム1
家社会に適用されて、国家保健委員会（仮称）と国家レベルの市場機構調整機能のもとで
国家レベルの共生国家を媒介として地球社会に適用され、世界保健委員会（仮称）と地球
レベルの健康開発型市場経済により、G1obal　Wel1－beingの最適化過程（愛・平和・福祉）
が現実のものとなる。これは経世済民の経済学が地球レベルで実践され、役割相乗型社会
が地球的レベルで実現することを意味する。
　現実の世界に目を転じると家庭の内外での争い、地域社会内外での争い、国家社会間す
なわち地球社会での争いが数多く観察されるが、「能く生き、能く死ぬ」人間行動仮説は、
人類共通の人間生理的規範であるから、長期的にはG1obal　Wel1－beingへの収敏の動きが
出ることを願ってわれわれは、教育研究を続けている。同時に、「マルチチャンネル・メ
ディカル・システム」の世界化を目指して地球市民と共創したいと考えている。
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　社会拠出機構
　図2に示している世界健康福祉の最適化過程においては、Community　We11－bei㎎の
CommunityをLocal，NatiomlおよびGlobalLevelの連鎖の下で考えており、その中核には
Loca1Well－beingを位置づけている。Loca1Well⊥beingがべ一スとなって、NationalWe1l－
beingが形成され、Nationa1Wel1－beingが集まってGlobal　Well－beingを形成する。ここ
では、地域社会拠出機構と地域保健委員会、国家社会拠出機構と国家保健委員会、世界拠
出機構と世界保健委員会の連鎖する共生機能が有用となる。なお、ここでいう社会拠出機
構とは、税金をとってそれを社会保障の財源とする受け身の社会保障ではなく、地域住民
をはじめCommuni蚊の構成主体が積極的に社会保障の財源を拠出していくという意味内
容を持っている。
　武見太郎（1978）はこれをバイオインシュランスシステム（bioinsumce　system）と呼
んでおり、それは社会保障を、金銭によってではなく人間の生物的要因によって保障する
ことを目指すものである。われわれは、このような共生機能を、地域主権的中央制御のグ
ローバルシステムと呼んでいる。なお、中央制御に当たる国家の役割は、自動車のエンジ
ンのようなものではなく、ギアのようなものを想定し、地域主権とは地域住民主権を意味
している。われわれはCommunityの主役はあくまでも市民であり、国家は脇役に過ぎな
いと考えているが、スイスやデンマークの政治システムはそのような姿を志向するものと
言える。地域社会拠出機構、国家社会拠出機構、世界拠出機構にはそれぞれ、地域レベ
ル、国家レベル、世界レベルの市場機構と対応し、各レベルの保健委員会との共生機能を
果たしつつ、「政府の成功と市場の成功」を実現していくことが期待される。
　「共生国家」と中央ガバナンス行動
　市場原理主義の新古典派経済学は〔夜警国家観〕を特徴とし、修正資本主義のケインズ
経済学は財政を手段とする〔積極国家観〕を特徴とする。健康価値論の実践を基軸とする
健康福祉経済学は家庭組織的〔共生国家観〕を特徴としている。これは人問は本来、環境
変化に対する適応能と共生能を持ち合わせていることが前提とされてのことである。そこ
で地域主権のCommuni蚊We1l－beingの最適化過程の国家レベル、地球レベルヘの適用に
おいて地域社会間の共生行動、または国家社会間の共生行動については組織適応能の解剖
学的説明と生理学的に説明できるし、また歴史的にも観察されうるところである。〔能く
生き、能く死ぬ〕ことを白己実現の目標とする価値観の実践が国家を生存の最小単位であ
る家庭のような行動を可能にする。このような家庭組織的行動は宗教間の相克や、テロ暴
走をも忍耐と時間をかけて対応していく力をもっている。
　われわれは地域主権的中央ガバナンスのグローバルシステムのアイデアフォーメーショ
ンを日本型地域包括医療の参加的観察によりえることができた。
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【補論3】New　Public　Managementとマルチチャンネル・メディカル・システム
　杉田肇のマルチチャンネル・メディカル・システム（MultichamelMedicalSystem）
は、本来的には一大分地域にとどまるものではなく、このようなグローバルモデルとして
のCommunity　Wen－beingを構想するものである。大分という一地域で健康福祉経済学の
確立を求めつつも、それを地域モデルから普遍的で世界に妥当しうるモデルに発展させた
いと考えていた。そしてこのモデルに託す究極的な願いは、世界福祉イニシアティブを日
本から発信することにある。その実現によって、マザー・テレサの言うところの現代経済
政策における二つの飢餓の問題に解決の糸口が見出され、世界に新たな社会保障体系を構
築し得るのではないかと考える。
　さて、図3によって、健康福祉経済学とニューパブリックマネージメントの関連につい
て説明する。周知のようにニューパブリックマネージメントとは、資本主義の発達過程の
中での官・民・公の役割変化に応じて注目されてきた新しい政策技術である。現代経済学
における経済政策への不信とも相まった、より具体的な政策技術を求める流れがその背景
に窺える。今日ある種の流行の様相を呈しており、数多の文献が公にされてきているが、
健康福祉経済学による「政府の成功と市場の成功」の視点からも、その体系化に貢献して
いく必要があると考える。
図3　ニューパブリックマネージメントのキーワード
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　図3では、健康福祉経済学展開の観点から、ニューパブリックマネージメントのキーワ
ードを整理している。まず最も重要なものは、ポジティブヘルスの評価である。これはマ
ルチチャンネル・メデイカル・システムでの計画決定によって具体化されるが、そこで重
要な役割を果たすのが、NP0である大分市医師会病院、大分県地域成人病検診センター、
アルメイダメモリアルホールである。地域住民のポジティブヘルス達成のために、大分市
地域保健委員会がこれらのNPO組織群を調整し、健康福祉の最適化過程の実現に努めて
いる。そこでは、非市場システムたる社会拠出機構と、市場システムたる健康南発型市場
経済の存在が非常に大きくなるが、この両者の共生にこそ、ニューパブリックマネージメ
ントの持つ可能性の核心があると言える。ゆえにニューパブリックマネージメントの早稲
田バージョンの確立には、健康福祉経済学によって解明される「政府の成功と市場の成功
の共生」の観点からの体系化が意義を有するのである。
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